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補助事業　－618法人に3,280億5千万円を交付－

　国から私立大学等経常費補助金の交付を受け、これを財源として、
大学等を設置している学校法人に補助金を交付しています。
　19年度の補助事業計画は3,280億5,000万円であり、同額を618法人、
874校に交付しました。また、14年度に国の直接補助として創設さ
れた「私立大学教育研究高度化推進特別補助」は19年度から本事業
団が執行する特別補助に統合されました。
※補助事業の詳細は、本誌４月号（VOL.124）をご参照ください。

受配者指定寄付金事業　－寄付金200億７百万円を受入－

　私立学校の教育と研究の振興のために企業等から寄付金を受け入
れ、これを寄付者が指定した学校法人に配付しています。
　19年度の受入計画額90億円に対し、受入実績額は200億697万円で
した。これに、前年度からの繰越額を加えた314億361万円が学校法
人に対する配付寄付金の財源となりました。これに対し、配付寄付
金の実績額は207億5,884万円となり、財源との差額106億4,478万円
を次年度に繰り越しました。この寄付金の繰り越しは、年度末に受
け入れた寄付金の配付が翌年度以降となったことが要因です。

平成19年度

私学事業団の業務報告及び決算
　私学事業団の助成業務と共済業務における平成19年度の業務報告及び決算の状況は以下のとおりです。なお、決
算は、文部科学大臣の承認を受けた後、官報に公告し、また、本事業団ホームページ（http://www.shigaku.go.jp）「事
業団からのお知らせ」に掲載します。詳しい内容については官報又はホームページをご覧ください。

　助成業務では、補助事業、貸付事業、受配者指定寄付金事業、学
術研究振興基金事業、教育条件・経営情報支援事業、助成事業の6
つの事業を展開しています。

　平成19年度の助成勘定における損益の状況は図１のとおりで、2
億2,100万円の利益を計上しています。

貸付事業　－390億44百万円を貸付－

　学校法人等に対し、設置する私立学校の施設設備等に要する資金、
その他経営に必要な資金について貸付けを行っています。
　19年度の貸付事業計画額600億円に対し、貸付実績額は390億4,390
万円でした。貸付金の財源は、財政融資資金166億円、長期勘定借
入金22億円、私学振興債券80億円、貸付回収金等122億4,390万円と
なっています。これにより、年度末の貸付金残高は6,062億443万円
となりました。

（図１）　助成勘定の損益状況（単位：億円）
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学校種別の補助金交付状況
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学術研究振興基金事業　－70研究に1億15百万円交付－

　学術研究振興基金に広く一般から寄付金を受け入れ、その基金運
用益を学術研究振興資金として私立大学等の優れた学術研究に交付
しています。　
　学術研究振興基金の19年度の受入計画額600万円に対し、受入実
績額は2,567万円でした。昭和50年度創設の本基金の19年度末保有
額は53億4,642万円となっています。学術研究振興資金の19年度の
交付計画額は1億2,000万円で、これに対して交付実績額は70研究に
1億1,460万円でした。
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助成事業等　－2,195万円を私学研修福祉会へ助成－

　助成勘定の前年度利益金を財源として、私立学校教職員の資質の
向上を図るために財団法人私学研修福祉会が行う研修事業に対する
助成金の交付、及び私立学校教職員の福利厚生の充実を図るために
本事業団の共済業務長期給付事業（既年金者年金増額費及び長期給
付整理資源）を対象として長期勘定への繰り入れを行っています。
　19年度の計画額は、助成金の交付2,195万円、長期勘定への繰り
入れ1,086万円であり、実績額も同額となりました。
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（万円）

①　情報の収集・提供及び調査・研究
　私立学校の教育条件及び経営に関する情報を収集・データベー
ス化し、学校法人等に対し、刊行物・ホームページ等により提供
しました。
　19年度に発行した刊行物は「大学経営の事例集～大学経営を成
功に導くために～」「私立高等学校のこれからを考える」「平成19
年度今日の私学財政（大学・短期大学編）他」などです。

②　私立学校の教育条件及び経営に関する調査・研究、提供、指導・
助言

　学校法人基礎調査等から得られた各種データを集計・分析し、
その結果を提供するとともに、これらを活用して、学校法人の依
頼により経営診断・経営相談を実施し、指導・助言を行いました。
　個別の経営困難法人については、経営相談・経営診断において
最優先で対応し、経営改善に向けた指導等を実施しました。
　17年10月に設置された「学校法人活性化・再生研究会」では、
18年7月に発表した「中間まとめ」についてさらに検討を重ね、
19年8月にはこれまでの議論を「私立学校の経営革新と経営困難
への対応―最終報告―」として発表しました。本事業団では、こ
の「最終報告」を受け、私立学校に対する各種支援業務について、
今後一層の充実・強化を図っていきます。

19年度に発行した刊行物

教育条件・経営情報支援事業　－再生研の最終報告発表－
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　加入者数・標準給与・標準賞与

　平成19年度末の加入者数は、表１のとおり、前年度末に
比べて短期加入者数は6,195人、長期加入者は6,408人増加
しました。
　掛金の算定の基礎となる標準給与の月額及び標準賞与の
年額の平均は、それぞれ表２、表３のとおりです。

　長期勘定　－年金受給者は30万9千人－

　退職共済年金・障害共済年金・遺族共済年金などの給付のほか、
基礎年金拠出金などの納付を行っています。
　19年度の給付費は2,442億円、また、年度末の年金受給者数は
309,391人となっています。
　損益状況は図２のとおりで、830億円の利益金が生じました。こ
れは、将来の年金支給のために積み立てをします。
※長期勘定の年金積立金の運用結果については、12ページをご覧く
ださい。

　短期勘定　－介護分掛金率を引き下げました－

　加入者や被扶養者の方の病気やケガ･出産・死亡・休業・災害な
どにかかる給付のほか、退職者給付拠出金、老人保健拠出金及び介
護保険制度にかかる介護納付金の納付などを行っています。
　19年度の給付費は1,057億円で、前年度比で約1.8％の増加でした。
また、介護納付金が減額となったことに伴い、19年度は介護分掛金
率を0.007％引き下げました。
　損益状況は図１のとおりです。

共　済　業　務

　共済業務の３事業（短期給付・長期給付・福祉事業）の運営は、短期勘定、長期勘定、福祉勘定（保健・医療・宿泊・
貯金・貸付の経理単位に区分）及び共済業務勘定に区分して実施しています。

　保健経理　－人間ドック利用補助に12億5千万円－

　加入者や被扶養者の方の健康の保持増進を目的にした人間ドック
利用補助やブロック毎の割引事業などの保健事業を行っています。
　19年度の保健事業費は19億円でした。そのうち主なものは人間
ドック利用補助で、保健事業費の約65％を占めています。また、医
療経理と宿泊経理に合計50億円の繰り入れを行いました。
　損益状況は図３のとおりです。

（図１）　短期勘定の損益状況（単位：億円）

支払準備金戻入　87・その他　5
介護掛金収入　152

掛金収入　1,923掛金収入　1,923収益
2,167

費用
2,162 給付金　1,057給付金　1,057

介護納付金　148

拠出金　867拠出金　867

支払準備金繰入　88
その他　2・当期総利益　5

人間ドック
利用補助

収益
70

費用
79

掛金収入　69掛金収入　69

当期総損失　9

その他　1

その他　10

繰入金　50繰入金　50保健事業費
19

保健事業費
19

（図３）　保健経理の損益状況（単位：億円）
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（図２）　長期勘定の損益状況（単位：億円）
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［表１］　加入者数

区　分 18年度末 19年度末
対前年度増△減
人　数 伸び率

短期加入者 人
484,107

人
490,302

人
6,195

％
1.28

長期加入者 457,558 463,966 6,408 1.40

［表２］　標準給与平均月額

区　分 18年度末 19年度末
対前年度増△減
金　額 伸び率

短期加入者
円

378,749
円

379,520
円

771
％

0.20
長期加入者 368,611 368,707 96 0.03

［表３］　標準賞与平均年額

区　分 18年度末 19年度末
対前年度増△減
金　額 伸び率

短期加入者
円

1,490,168
円

1,501,607
円

11,439
％

0.77
長期加入者 1,431,215 1,408,159 △23,056 △1.61
＊ 年度末者にかかる当年度内に支給された標準賞与の総額を
年度末者数で除して得た数値です。
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　貯金経理

　積立貯金や積立共済年金･共済定期保険の事業を行っています。
　年度末の積立貯金の加入者は170,105人、貯金残高は7,645億円と
なっています。また、積立共済年金の加入者は34,355人、共済定期
保険の加入者は53,760人となっています。
　損益状況は図６のとおりです。

　医療経理　－東京臨海病院を経営しています－

　直営病院（東京臨海病院）の事業を行っています。
　19年度の東京臨海病院の利用状況は、入院が100,254人（対前年
度4.7％減）、外来が213,604人（対前年度6.2％減）となりました。
　医療事業収入は患者数の減少などにより前年度より２億円減少し
て75億円となりました。費用は、創業費償却の減少などにより前年
度より7億円減少して94億円となっています。
　損益状況は図４のとおりです。

　宿泊経理　－16宿泊施設を経営しています－

　ガーデンパレスや宿泊所･保養所を経営する宿泊事業を行ってい
ます。
　宿泊事業収入は利用人数の減少などにより前年度より3億円減少
して105億円となりました。また、廃止施設にかかる土地及び建物
の売却を行い、欠損金補てん受入等により保健経理から43億円受け
入れました。
　損益状況（本部に係るものを含む）は図５のとおりです。

　貸付経理　－貸付残高は1,040億円－

　加入者や学校等に対する貸付事業を行っています。
　19年度の加入者貸付の決定件数は6,908件（対前年度310件減）、
決定金額は143億円（対前年度10億円減）と、件数・金額ともに減
少しました。
　また、新規決定の貸付よりも償還される金額が上回っているため
に、年度末の貸付残高は前年度末より91億円減少した1,040億円となっ
ています。
　損益状況は図７のとおりです。

　共済業務勘定　－国庫補助は3億6千万円－

　短期給付と長期給付の事務に要する費用を賄うための勘定です。
　19年度の収益は50億円となり、そのうち国庫補助金として3億6
千万円が補助されました。
　短期給付や長期給付の決定、加入者の資格の取得・喪失、標準給
与の決定や掛金額の調定など事務に要する費用は、41億円となって
います。
　損益状況は図８のとおりです。

　積立貯金加入者は17万人
－積立共済年金加入者は3万4千人－
　共済定期保険加入者は5万4千人
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（図５）　宿泊経理の損益状況（単位：億円）
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（図７）　貸付経理の損益状況（単位：億円）
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大
学
等
入
学
志
願
動
向
」
に
ま
と
め
、
七
月

下
旬
に
各
学
校
法
人
に
送
付
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
大
学
は
学
部
系
統
ご
と
に
、
短

期
大
学
は
学
科
系
統
ご
と
に
集
計
し
、
十
九
年

度
と
二
十
年
度
の
志
願
倍
率
（
志
願
者
数
／
入

学
定
員
）
と
入
学
定
員
充
足
率
（
入
学
者
数
／

入
学
定
員
）
の
状
況
を
比
較
す
る
と
と
も
に
、

最
近
十
年
間
の
定
員
割
れ
状
況
を
ま
と
め
ま
し

た
。

　

通
信
教
育
と
学
生
募
集
を
停
止
し
た
学
部
・

学
科
は
除
い
て
い
ま
す
。

　

二
．
大
学
の
概
況
（
表
１
）

　

平
成
二
十
年
度
の
集
計
学
校
数
は
五
六
五
校

で
、
前
年
度
よ
り
六
校
増
加
し
、
入
学
定
員
も

約
四
四
万
九
、〇
〇
〇
人
で
、
前
年
度
よ
り
約

四
、〇
〇
〇
人
増
加
し
ま
し
た
。

　

前
年
度
に
比
べ
て
志
願
者
数
は
約
四
万
人
、

受
験
者
数
は
約
三
万
三
、〇
〇
〇
人
増
加
し
、

入
学
者
数
は
約
七
、〇
〇
〇
人
減
少
し
ま
し
た
。

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
一
〇
六
・
五

四
％
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
二
・
四
二
ポ
イ
ン

ト
下
降
し
ま
し
た
。

○
大
学
の
定
員
割
れ
状
況

（
図
１
）

　

平
成
十
一
年
度
に
お
い

て
、
入
学
定
員
充
足
率
が

一
〇
〇
％
未
満
の
学
校
は

八
九
校
で
、
全
体
の
十

九
・
八
％
で
し
た
。
し
か

し
、
十
八
歳
人
口
の
減
少

や
大
学
数
の
増
加
な
ど
に

よ
り
、
一
〇
〇
％
未
満
の

学
校
数
は
二
十
年
度
で
は

二
六
六
校
で
、
十
一
年
度

に
比
べ
て
一
七
七
校
増
加

し
、
全
体
の
四
七
・
一
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

○
学
部
系
統
別
の
状
況
（
表
２
）

　

志
願
倍
率
は
医
学
、
理
工
、
経
済
、
経
営
、

文
学
、
情
報
、
国
際
が
昨
年
度
よ
り
上
昇
し
て

い
ま
す
。
入
学
定
員
充
足
率
に
つ
い
て
は
情
報

農
学
、
医
学
が
昨
年
度
よ
り
上
昇
し
ま
し
た
。

福
祉
は
志
願
倍
率
、
入
学
定
員
充
足
率
と
も
に

大
き
く
下
降
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
学
部
数

が
急
増
し
た
こ
と
、
受
験
生
の
卒
業
後
の
進
路

へ
の
不
安
感
が
影
響
し
て
い
る
と
思
わ
れ
ま

す
。

表１　大学の概況
区分 19年度 20年度 増　減

集計学校数 559校 565校 6校

入 学 定 員 445,045人 448,580人
3,535人
（0.8％）

志　願　者 3,023,687人 3,062,825人
39,138人
（1.3％）

受　験　者 2,908,089人 2,941,337人
33,248人
（1.1％）

合　格　者 1,077,862人 1,056,618人
△21,244人
（△2.0％）

入　学　者 484,915人 477,918人
△6,997人
（△1.4％）

志 願 倍 率 6.79倍 6.83倍 0.04ポイント
合　格　率 37.06％ 35.92％ △1.14ポイント
歩　留　率 44.99％ 45.23％ 0.24ポイント

入学定員充足率 108.96％ 106.54％ △2.42ポイント
※　志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

表２　大学学部系統別の動向

区　分 集計学部数 志願倍率 入学定員充足率
19年度 20年度 増減 19年度 20年度 増減 19年度 20年度 増減
学部 学部 学部 倍 倍 倍 ％ ％ ％

医　学 29 29 0 21.99 22.65 0.66 101.17 101.19 0.02

歯　学 17 17 0 4.84 4.02 △0.82 87.43 84.28 △3.15

薬　学 55 57 2 7.15 7.07 △0.08 103.99 97.48 △6.51

看護・医療 87 96 9 6.43 5.75 △0.68 112.50 108.41 △4.09

福　祉 87 93 6 3.83 3.30 △0.53 99.98 92.06 △7.92

理　工 144 152 8 7.27 7.72 0.45 106.94 105.83 △1.11

文　学 136 132 △4 7.30 7.48 0.18 112.01 110.42 △1.59

外国語 32 32 0 5.86 5.85 △0.01 113.36 110.00 △3.36

文　化 55 64 9 7.21 6.75 △0.46 110.64 103.70 △6.94

国　際 62 66 4 5.23 5.30 0.07 108.70 104.95 △3.75

法　学 82 82 0 8.25 8.10 △0.15 114.04 111.23 △2.81

経　済 96 97 1 7.95 8.34 0.39 115.12 113.46 △1.66

経　営 127 132 5 7.29 7.52 0.23 110.30 109.41 △0.89

情　報 86 85 △1 4.15 4.30 0.15 99.13 100.51 1.38

人　間 112 119 7 4.50 4.37 △0.13 102.79 98.84 △3.95

家　政 21 21 0 4.95 4.83 △0.12 111.81 106.35 △5.46

芸　術 70 71 1 4.09 3.98 △0.11 105.03 102.91 △2.12

社　会 112 116 4 8.14 7.84 △0.30 109.54 106.78 △2.76

農　学 17 17 0 9.07 9.07 0.00 110.77 110.99 0.22

その他 33 36 3 5.25 5.28 0.03 116.00 116.54 0.54

合　計 1,460 1,514 54 6.79 6.83 0.04 108.96 106.54 △2.42

※　学部系統区分は、私学経営情報センターによるものである。

年　度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

100%以上の学校数 361 340 344 364 374 378 382 329 337 299

100%未満の学校数 89 131 149 144 147 155 160 221 222 266

（うち50%未満の学校数） 3 17 22 13 17 15 17 20 17 29

（100%未満の割合） 19.8% 27.8% 30.2% 28.3% 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1%

合　計 450 471 493 508 521 533 542 550 559 565
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学校数
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図１　最近10年の定員割れ状況（大学）

平
成
二
十
年
度

私
立
大
学
・
短
期
大
学
等
入
学
志
願
動
向
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ま
た
、
五
〇
％
未
満
の
学
校
数
は
十
二
、
十

三
年
度
に
増
加
し
、
そ
れ
以
降
は
多
少
の
増
減

は
あ
る
も
の
の
ほ
ぼ
横
ば
い
状
態
で
推
移
し
て

き
ま
し
た
が
、
二
十
年
度
は
再
び
増
加
し
、
二

九
校
で
全
体
の
五
・
一
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
大
学
院
の
概
況
は
、
表
３
の
と
お
り

で
す
。

　

三
．
短
期
大
学
の
概
況
（
表
４
）

　

平
成
二
十
年
度
の
集
計
学
校
数
は
三
六
〇
校

で
、
前
年
度
よ
り
五
校
減
少
し
、
入
学
定
員
も

約
八
万
三
、
〇
〇
〇
人
で
、
前
年
度
よ
り
約
五
、

〇
〇
〇
人
減
少
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
前
年
度
に
比
べ
て
志
願
者
数
、
受
験

者
数
は
と
も
に
約
一
万
六
、
〇
〇
〇
人
、
入
学

者
数
は
約
七
、
〇
〇
〇
人
減
少
し
ま
し
た
。

　

こ
の
結
果
、
入
学
定
員
充
足
率
は
八
七
・
四

四
％
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
三
・
五
九
ポ
イ
ン

ト
下
降
し
ま
し
た
。

○
学
科
系
統
別
の
状
況
（
表
５
）

　

国
文
、
英
文
は
志
願
倍
率
が
二
倍
を
超
え
て

い
ま
す
。
入
学
定
員
充
足
率
で
は
一
〇
〇
％
以

上
の
系
統
は
、
英
文
以
外
に
は
あ
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
志
願
倍
率
、
入
学
定
員
充
足
率
と
も
保

育
・
幼
児
教
育
、
福
祉
の
下
降
が
目
立
ち
ま
す
。

保
育
・
幼
児
教
育
は
同
系
統
の
学
部
が
四
年
制

大
学
で
増
加
し
て
い
る
こ
と
、
福
祉
で
は
受
験

生
の
卒
業
後
の
進
路
へ
の
不
安
感
が
影
響
し
て

い
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

○
短
期
大
学
の
定
員
割
れ
状
況
（
図
２
）

　

平
成
十
一
年
度
に
入
学
定
員
充
足
率
が
一
〇

〇
％
未
満
の
学
校
は
二
三
八
校
で
、
全
体
の
五

〇
・
七
％
の
割
合
で
し
た
。
短
期
大
学
数
が
半

減
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
一
〇
〇
％
未
満
の

学
校
数
は
、
二
十
年
度
で
は
二
四
三
校
で
、
十

一
年
度
に
比
べ
て
五
校
増
加
し
、全
体
の
六
七
・

五
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
経
営
情
報
セ
ン
タ
ー

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
八
五
〇
〜
五
一

Ｅ
メ
ー
ル　

center@
shigaku.go.jp

表３　大学院の概況

区分
修士課程及び
博士前期課程
専門職学位課程

左 の う ち
法科大学院

博士後期課程
及び博士課程

集計学校数 419校 49校 296校
入 学 定 員 42,059人 3,895人 8,121人
志　願　者 76,192人 26,698人 5,727人
受　験　者 69,827人 22,088人 5,582人
合　格　者 42,488人 7,009人 4,722人
入　学　者 35,086人 3,535人 4,554人
志 願 倍 率 1.81倍 6.85倍 0.71％
合　格　率 60.85％ 31.73％ 84.59％
歩　留　率 82.58％ 50.44％ 96.44％
入学定員充足率 83.42％ 90.76％ 56.08％
※　志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

表４　短期大学の概況
区分 19年度 20年度 増　減

集計学校数 365校 360校 △5校

入 学 定 員 87,792人 82,972人 △4,820人
（△5.5％）

志　願　者 131,690人 115,353人 △16,337人
（△12.4％）

受　験　者 128,778人 112,953人 △15,825人
（△12.3％）

合　格　者 102,453人 92,165人 △10,288人
（△10.0％）

入　学　者 79,921人 72,550人 △7,371人
（△9.2％）

志 願 倍 率 1.50倍 1.39倍 △0.11ポイント
合　格　率 79.56％ 81.60％ 2.04ポイント
歩　留　率 78.01％ 78.72％ 0.71ポイント

入学定員充足率 91.03％ 87.44％ △3.59ポイント
※　志願倍率（志願者÷入学定員）、合格率（合格者÷受験者）
　　歩留率（入学者÷合格者）、入学定員充足率（入学者÷入学定員）

年　度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

100%以上の学校数 231 193 204 226 226 236 224 179 138 117

100%未満の学校数 238 267 245 209 190 164 159 194 227 243

（うち50%未満の学校数） 28 41 48 38 31 20 16 18 19 30

（100%未満の割合） 50.7% 58.0% 54.6% 48.0% 45.7% 41.0% 41.5% 52.0% 62.2% 67.5%

合　計 469 460 449 435 416 400 383 373 365 360

600
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0

100.0
（％）

年度

学校数

0.0

10.0

20.0
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90.0
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50％以上100％未満の学校数
50%未満の学校数
100%未満の学校数の割合

図２　最近10年の定員割れ状況（短期大学）

表５　短期大学学科系統別の動向

区　分 集計学科数 志願倍率 入学定員充足率
19年度 20年度 増減 19年度 20年度 増減 19年度 20年度 増減

学科 学科 学科 倍 倍 倍 ％ ％ ％

看護・保健 54 54 0 1.72 1.49 △0.23 94.57 90.45 △4.12

福　祉 52 52 0 1.12 0.90 △0.22 80.99 64.25 △16.74

理　工 26 25 △1 1.15 1.11 △0.04 78.16 78.21 0.05

情　報 14 12 △2 0.90 1.04 0.14 73.76 86.74 12.98

国　文 14 14 0 2.51 2.43 △0.08 106.47 98.75 △7.72

英　文 34 32 △2 2.33 2.45 0.12 104.86 110.67 5.81

国　際 13 8 △5 1.18 1.13 △0.05 88.01 98.15 10.14

文化・教養 49 44 △5 1.37 1.31 △0.06 81.19 84.76 3.57

経営・実務 64 61 △3 1.29 1.40 0.11 90.78 96.92 6.14

家　政 147 137 △10 1.41 1.35 △0.06 88.15 84.97 △3.18

保育・幼児教育 215 212 △3 1.66 1.36 △0.30 97.12 87.16 △9.96

人間・生活 40 42 2 1.20 1.24 0.04 84.94 86.99 2.05

芸　術 42 38 △4 1.26 1.20 △0.06 90.03 88.84 △1.19

その他 5 6 1 2.75 2.09 △0.66 107.66 93.92 △13.74

合   計 769 737 △32 1.50 1.39 △0.11 91.03 87.44 △3.59

※　学科系統区分は、私学経営情報センターによるものである。
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１
．
帝
国
大
学
の
設
立

　

東
京
大
学
の
創
立
は
、
公
式
に
は
一
八
七
七

年
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
創
立
期
の

東
京
大
学
は
現
在
の
東
京
大
学
と
か
な
り
異

な
っ
て
い
ま
し
た
。
本
当
の
意
味
で
東
京
大
学

の
創
立
を
考
え
る
と
、
帝
国
大
学
が
で
き
た

一
八
八
六
年
だ
っ
た
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

　

帝
国
大
学
の
誕
生
に
あ
た
っ
て
は
、
伊
藤
博

文
の
ド
イ
ツ
調
査
旅
行
が
強
く
影
響
し
て
い
ま

す
。
伊
藤
は
憲
法
制
定
の
た
め
、
当
時
の
日
本

の
国
情
に
よ
く
似
た
ド
イ
ツ
を
モ
デ
ル
と
し
ま

し
た
。
そ
れ
ま
で
各
州
に
分
か
れ
バ
ラ
バ
ラ

だ
っ
た
と
こ
ろ
を
宰
相
ビ
ス
マ
ル
ク
が
中
心
と

な
っ
て
統
一
国
家
を
樹
立
し
た
た
め
、
そ
の
憲

法
は
当
時
の
日
本
の
国
情
に
即
し
て
い
る
と
考

え
ら
れ
て
い
た
の
で
す
。

　

当
初
、
伊
藤
は
ド
イ
ツ
の
あ
ち
こ
ち
の
大
学

で
憲
法
学
習
を
行
っ
た
の
で
す
が
な
か
な
か
成

果
が
上
が
ら
な
か
っ
た
た
め
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア

へ
向
か
い
ま
し
た
。
そ
こ
で
ウ
ィ
ー
ン
大
学
教

授
の
国
法
学
者
シ
ュ
タ
イ
ン
と
出
会
い
、
大
変

な
感
銘
を
受
け
ま
し
た
。シ
ュ
タ
イ
ン
は
、「
国

民
の
思
想
統
一
を
学
問
の
在
り
方
で
実
現
す
べ

き
で
、
ド
イ
ツ
帝
国
の
成
功
は
学
問
の
中
心
を

国
が
押
さ
え
た
た
め
で
あ
る
。
中
で
も
法
律
の

教
育
は
重
要
で
こ
れ
は
民
間
に
行
わ
せ
て
は
な

ら
ず
、国
が
直
接
に
教
育
を
担
う
べ
き
で
あ
る
」

と
述
べ
た
の
で
す
。

　

こ
う
し
て
シ
ュ
タ
イ
ン
教
授
か
ら
学
問
の
思

想
的
影
響
の
重
要
性
を
強
く
学
ん
だ
伊
藤
は
、

帰
国
後
、「
大
学
は
国
家
の
た
め
に
」
と
い
う

考
え
の
も
と
、
省
庁
が
所
管
し
て
い
た
官
立
学

校
の
一
部
を
文
部
省
の
も
と
に
集
約
し
、
同
時

に
、
国
が
行
っ
て
い
た
暦
書
調
製
、
歴
史
史
料

の
編
纂
、
日
本
全
国
の
地
誌
編
纂
と
い
っ
た
重

要
な
研
究
機
能
も
、帝
国
大
学
に
集
め
ま
し
た
。

そ
し
て
分
科
大
学
（
今
の
学
部
）
の
上
に
大
学

院
を
置
く
と
い
う
、
当
時
、
世
界
で
も
類
を
見

な
い
よ
う
な
新
し
い
形
の
大
学
と
し
て
、
帝
国

大
学
を
作
っ
た
の
で
す
。

２
．
私
学
に
対
す
る
統
制

　

問
題
は
、
帝
国
大
学
形
成
の
一
方
で
、
私
学

は
実
に
多
大
な
影
響
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た

点
で
す
。
そ
れ
は
、
学
校
制
度
の
ト
ッ
プ
が
人

為
的
に
作
り
出
さ
れ
た
、
と
い
う
こ
と
で
す
。

「
八
ヶ
岳
時
代
」
の
東
京
大
学
は
ワ
ン
・
オ
ブ
・

ゼ
ム
の
学
校
で
し
た
が
、
帝
国
大
学
設
立
に
よ

り
、「
大
学
は
国
家
の
た
め
に
存
在
す
る
」
と

い
う
国
家
原
理
と
い
う
軸
に
支
え
ら
れ
た
「
ピ

ラ
ミ
ッ
ド
」
状
態
が
形
成
さ
れ
、
帝
国
大
学
が

唯
一
の
ト
ッ
プ
・
オ
ブ
・
オ
ー
ル
と
な
っ
た
の

で
す
。

　

こ
の
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
で
は
、
国
家
原
理
の
中
心

軸
か
ら
遠
く
辺
縁
に
あ
る
学
校
ほ
ど
ス
テ
イ
タ

ス
が
低
い
と
し
て
扱
わ
れ
ま
し
た
。
上
か
ら
順

に
、
帝
国
大
学
・
旧
制
高
校
・
官
立
専
門
学
校

等
と
な
り
、
そ
の
下
に
よ
う
や
く
私
学
が
出
て

く
る
と
い
う
具
合
で
し
た
。
な
か
で
も
、
キ
リ

ス
ト
教
系
学
校
は
国
家
原
理
に
反
す
る
危
険
性

を
も
つ
も
の
と
し
て
、更
に
一
段
下
に
扱
わ
れ
、

ま
た
、
女
子
の
学
校
は
、
そ
も
そ
も
大
学
と
し

て
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
時
代
で
し
た
。

　

こ
の
段
階
で
帝
国
大
学
の
権
威
が
確
立
さ
れ

た
の
で
す
。
さ
ら
に
帝
大
よ
り
下
位
に
あ
る
学

校
に
対
し
て
優
越
的
地
位
を
付
与
す
る
仕
組
み

が
、
医
学
・
法
学
の
分
野
で
作
ら
れ
ま
し
た
。

ま
ず
、
医
学
の
分
野
で
は
東
京
大
学
時
代
か
ら

東
大
が
ト
ッ
プ
で
し
た
が
、
地
元
で
の
開
業
医

の
養
成
機
関
を
強
く
求
め
て
い
た
府
県
に
対

し
、
府
県
立
医
学
校
を
開
設
す
る
際
に
は
東
大

医
学
部
卒
業
生
を
教
員
と
し
て
迎
え
入
れ
な
い

と
認
可
さ
れ
な
い
と
い
う
シ
ス
テ
ム
が
早
く
か

ら
出
来
上
が
っ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
れ
は
強
烈
に
帝
大
の
優
位
を
確
立
し
、
濟

生
学
舎
（
野
口
英
世
も
こ
こ
で
学
び
ま
し
た
）

な
ど
の
私
立
の
医
学
校
は
医
師
資
格
取
得
の
た

め
の
講
習
会
を
開
く
程
度
の
事
業
し
か
で
き
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

法
学
分
野
に
お
い
て
は
、
民
間
私
人
に
法
律

教
育
を
扱
わ
せ
な
い
と
い
う
方
針
か
ら
、
政
府

は
帝
大
の
法
科
大
学
に
私
立
法
律
学
校
を
監
督

す
る
権
限
を
与
え
ま
し
た
。
法
科
大
学
長
を
委

員
長
と
し
て
委
員
会
を
発
足
さ
せ
、
府
下
の
私

立
法
律
学
校
を
徹
底
的
に
監
督
さ
せ
た
記
録
が

残
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
今
の
国
家
公
務
員
上
級
試
験
に
当
た

る
高
等
文
官
試
験
も
、
帝
大
の
卒
業
生
が
ま
ず

任
官
し
て
か
ら
二
年
後
に
受
験
を
認
め
ら
れ
る

の
に
対
し
て
、
私
立
法
律
学
校
の
卒
業
生
は
高

等
文
官
試
補

4

4

試
験
を
通
っ
て
か
ら
は
じ
め
て
受

験
を
許
さ
れ
る
、
と
い
う
よ
う
に
明
確
に
差
別

し
た
の
で
す
。

　

理
学
分
野
は
も
と
も
と
、
帝
大
の
独
占
分
野

で
し
た
が
、
東
京
大
学
理
学
部
の
学
生
達
が
夜

間
の
実
験
講
習
所
を
開
き
、
そ
れ
が
、
東
京
物

理
学
校
、
後
の
東
京
理
科
大
学
の
基
礎
と
な
り

ま
し
た
。

　

こ
の
こ
ろ
、
私
学
に
対
す
る
政
府
の
財
政
的

な
支
援
は
原
則
と
し
て
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

し
か
し
例
外
的
に
補
助
を
受
け
て
い
た
私
学
が

ご
く
少
数
存
在
し
ま
し
た
。
日
本
法
律
学
校
、

後
の
日
大
は
日
本
の
法
律
を
教
え
る
た
め
、
獨

逸
學
協
會
学
校
、
今
日
の
獨
協
大
は
明
治
期
日

本
の
国
家
体
制
の
見
本
と
さ
れ
た
ド
イ
ツ
学
を

扱
う
た
め
、
皇
典
講
究
所
、
後
の
國
學
院
は
日

本
の
古
典
研
究
を
行
う
こ
と
で
国
家
に
貢
献
し

て
い
る
、
と
い
う
理
由
で
、
そ
れ
ぞ
れ
様
々
な

形
で
援
助
金
が
出
さ
れ
て
い
た
の
で
す
。

私
学
は
ど
の
よ
う
な
位
置
に

置
か
れ
て
き
た
か
②

―
帝
国
大
学
体
制
の
成
立
と
私
学―

　

立
教
学
院
本
部
調
査
役
・
東
京
大
学
名
誉
教
授　

寺
﨑　

昌
男　
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３
．
明
治
期
の
授
業
の
風
景

　

こ
の
こ
ろ
、
日
本
の
大
学
教
育
の
ひ
と
つ
の

モ
デ
ル
が
生
ま
れ
て
き
ま
し
た
。
当
時
の
授
業

で
は
、
先
生
の
口
述
す
る
こ
と
を
一
言
一
句
正

確
に
書
い
て
覚
え
、
試
験
の
時
に
そ
れ
を
答
案

に
再
現
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
「
筆
記
・
記

憶
・
再
現
」
の
三
点
が
大
学
で
の
勉
強
の
基
本

と
な
っ
て
い
き
ま
し
た
。
こ
の
教
育
方
法
の
中

心
と
な
っ
た
の
は
法
科
大
学
で
す
。
国
家
試
験

の
出
題
委
員
が
ま
さ
に
目
の
前
に
い
る
教
授
達

で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
か
ら
導
か
れ
た
も
の
で

し
た
。

　

ま
た
、
当
時
、
成
績
表
は
厳
密
に
素
点
で
廊

下
等
に
貼
り
出
さ
れ
、
全
学
生
の
位
置
が
、
全

員
に
対
し
て
厳
然
と
公
示
さ
れ
ま
し
た
。
全
科

目
の
平
均
点
が
学
生
の
そ
の
後
の
一
生
を
決
め

る
要
素
と
な
っ
て
い
た
の
で
す
。
大
学
の
『
年

報
』
に
掲
載
さ
れ
る
卒
業
生
一
覧
も
平
均
点
順

で
表
示
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
平
均
点
方
式
の
序
列
主
義
は
、
日
本
の

教
育
文
化
を
劣
化
さ
せ
た
悪
い
例
の
一
つ
と
見

ら
れ
ま
す
。
し
か
し
、
自
己
の
関
心
事
以
外
の

文
化
・
事
象
を
受
容
で
き
る
全
力
量
を
示
す
も

の
だ
、
と
い
う
考
え
に
基
づ
い
て
い
ま
し
た
。

そ
れ
は
一
種
の
フ
ィ
ク
シ
ョ
ン
に
他
な
り
ま
せ

ん
で
し
た
が
、
高
級
官
僚
候
補
者
を
選
抜
す
る

と
い
う
大
き
な
力
を
も
っ
て
い
た
の
で
す
。
今

に
も
残
る
問
題
は
、「
優
秀
さ
と
は
一
体
何
か
」

と
い
う
深
刻
な
テ
ー
マ
で
す
。

４
．
帝
国
大
学
成
立
後
の
私
学
の
位
置

付
け

　

こ
う
し
て
、
大
正
期
に
至
る
ま
で
の
大
学
・

学
校
の
歴
史
に
は
、「
官
高
私
低
」
の
潮
流
が

生
ま
れ
、
官
立
が
「
正
規
」
と
さ
れ
、
私
学
は

「
正
規
外
」
へ
と
押
し
や
ら
れ
て
い
き
ま
し
た
。

ま
た
、
帝
国
大
学
の
よ
う
な
全
て
の
学
問
分
野

を
扱
う
学
校
が
、
学
科
が
一
つ
し
か
な
い
学
校

よ
り
優
位
に
あ
る
、
と
い
う
「
総
合
大
学
」
優

位
の
思
想
が
裏
に
存
在
し
て
い
ま
し
た
。
さ
ら

に
、
官
界
に
お
け
る
出
世
ル
ー
ト
と
い
う
点
で

は
、
特
に
帝
国
大
学
は
試
験
官
で
あ
る
教
授
た

ち
か
ら
直
に
講
義
を
受
け
て
い
た
の
で
当
然
、

優
位
に
あ
っ
た
わ
け
で
す
。
こ
う
い
う
二
重
三

重
の
威
信
か
ら
の
蔑
視
に
よ
っ
て
、
私
学
は
ピ

ラ
ミ
ッ
ド
の
下
の
方
へ
と
押
し
下
げ
ら
れ
て
い

く
こ
と
と
な
っ
た
の
で
す
。

　

続
く
大
正
期
は
、
そ
れ
ま
で
に
対
す
る
批
判

の
時
代
で
あ
り
、
そ
の
こ
ろ
の
大
学
・
学
校
の

姿
が
現
在
へ
と
繋
が
っ
て
い
き
ま
す
。 

（
続
）

　

本
連
載
は
、
寺
﨑
昌
男
先
生
に
私
学
事
業

団
で
ご
講
演
い
た
だ
い
た
内
容
を
ま
と
め
た

も
の
で
す
。
次
回
は
、
十
一
月
号
に
掲
載
予

定
で
す
（
全
四
回
）。
ど
う
ぞ
お
楽
し
み
に
。

【
編
集
部
】

◇
寺
﨑
昌
男
（
て
ら
さ
き　

ま
さ
お
）

　

立
教
学
院
本
部
調
査
役
、
東
京
大
学
・
桜
美
林
大
学

名
誉
教
授
。
日
本
学
術
会
議
連
携
会
員
。
一
九
六
四
年

東
京
大
学
大
学
院
教
育
学
研
究
科
修
了
。
教
育
学
博
士
。

立
教
大
学
文
学
部
教
授
、
東
京
大
学
教
育
学
部
教
授
、

桜
美
林
大
学
大
学
院
教
授
等
を
経
て
現
職
。

史料編纂掛の内部医科大学校舎帝国大学当時の赤門

※講談社「日本学生の歴史」より

帝国大学医科大学病理学教室帝国大学の講義風景
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私
学
事
業
団
で
は
「
学
術
研
究
振
興
基
金
」

を
設
け
て
、
広
く
一
般
か
ら
寄
付
金
を
募
り
、

そ
の
運
用
益
を
「
学
術
研
究
振
興
資
金
」
及
び

「
学
術
研
究
振
興
資
金（
若
手
研
究
者
奨
励
金
）」

と
し
て
、大
学
・
短
期
大
学
・
高
等
専
門
学
校（
以

下
「
私
立
大
学
等
」
と
い
い
ま
す
）
の
優
れ
た

研
究
に
交
付
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
二
十
一
年
度
の
公
募
概
要
は
、
次
の
と

お
り
で
す
。

一　

学
術
研
究
振
興
資
金

１　

対
象
研
究

　

交
付
対
象
と
な
る
研
究
分
野
は
、
⑴
人
文
・

社
会
科
学
系
の
研
究
、
⑵
自
然
科
学
系
（
理
工

系
・
生
物
系
）
の
研
究
、
⑶
複
合
領
域
の
研
究
、

⑷
私
学
高
等
教
育
に
関
す
る
研
究
で
、
次
の
①

②
の
両
方
を
満
た
す
研
究
で
す
。

① 

私
立
大
学
等
（
付
置
す
る
研
究
所
の
研
究
を

含
む
）
に
所
属
す
る
研
究
者
が
二
人
以
上
で
行

う
研
究
で
、
研
究
代
表
者
を
含
む
二
名
以
上

が
当
該
大
学
等
の
専
任
教
職
員
で
あ
る
こ
と
。

② 

二
十
一
年
四
月
一
日
現
在
で
、
二
年
以
上
の

研
究
実
績
が
あ
り
、
そ
の
研
究
成
果
を
発
表

し
て
い
る
こ
と
。
研
究
所
で
行
う
研
究
に
つ

い
て
は
、
成
果
を
集
録
し
た
紀
要
等
の
作
成

で
も
構
い
ま
せ
ん
。

２　

研
究
期
間

　

二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
二
十
二
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
研
究
費
が
対
象
で
す
。

３　

資
金
交
付
総
額

　

総
額
一
億
二
、〇
〇
〇
万
円
を
予
定
し
て
い

ま
す
。

　

交
付
額
は
、
研
究
に
か
か
る
対
象
経
費
の
二

分
の
一
以
内
と
し
、
自
然
科
学
系
の
研
究
は

七
五
〇
万
円
、
そ
の
他
の
研
究
は
四
〇
〇
万
円

を
上
限
と
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
当
該
研
究
に
か
か
る
学
校
法
人
の
研

究
費
負
担
額
は
、
資
金
交
付
希
望
額
と
同
額
以

上
が
必
要
で
す
。

　

な
お
、
二
十
一
年
度
の
募
集
か
ら
、
対
象
経

費
を
、
四
〇
万
円
以
上
（
学
校
法
人
負
担
額

二
〇
万
円
以
上
）
か
ら
六
〇
万
円
以
上
（
学
校

法
人
負
担
額
三
〇
万
円
以
上
）
に
引
き
上
げ
て

い
ま
す
の
で
、
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

４　

継
続
交
付

　

当
該
研
究
の
進
捗
状
況
に
応
じ
て
、
継
続
し

て
三
年
間
応
募
し
、
資
金
の
交
付
を
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
選
考
は
毎
年
改
め

て
行
わ
れ
ま
す
。

５　

応　

募

　

私
立
大
学
等
一
校
に
つ
い
て
、「
新
規
」「
継

続
」
を
問
わ
ず
一
件
の
応
募
と
な
り
ま
す
。

　

応
募
の
際
は
、
学
校
法
人
の
理
事
長
及
び
学

（
校
）
長
連
名
の
「
推
薦
書
」
が
必
要
で
す
。

二　

若
手
研
究
者
奨
励
金

１　

対
象
研
究
等

　

私
立
大
学
等
に
所
属
す
る
、
二
十
一
年
四
月

一
日
現
在
で
三
十
七
歳
以
下
の
助
教
又
は
ポ
ス

ト
・
ド
ク
タ
ー
が
一
人
で
行
う
研
究
で
、人
文
・

社
会
科
学
系
の
研
究
が
対
象
で
す
。（
交
付
対

象
分
野
は
二
年
ご
と
に
変
更
し
ま
す
。）

　

た
だ
し
、
科
学
研
究
費
補
助
金
の
「
若
手
研

究
」
及
び
日
本
学
術
振
興
会
特
別
研
究
員
と
重

複
し
な
い
者
と
し
ま
す
。

２　

研
究
期
間

　

二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
二
十
二
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
に
行
う
研
究
が
対
象
で
す
。

３　

奨
励
金
額

　

総
額
一
、〇
〇
〇
万
円
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

一
人
当
た
り
の
交
付
額
は
、
一
律
の
三
〇
万
円

で
す
（
学
校
法
人
負
担
額
は
不
要
で
す
）。

４　

継
続
申
請

　

二
十
年
度
に
本
奨
励
金
が
交
付
さ
れ
て
い
る

研
究
に
つ
い
て
も
、
前
記
「
１
対
象
研
究
等
」

の
要
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
継
続
し
て
申
請
で

き
ま
す
が
、
選
考
は
改
め
て
行
わ
れ
ま
す
。

５　

応　

募

　

一
学
校
一
名
の
応
募
と
し
ま
す
。
研
究
者
個

人
で
は
な
く
、
学
校
法
人
を
通
し
て
応
募
し
て

く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
応
募
の
際
に
は
、
所
属
す
る
私
立
大

学
等
の
学
長
又
は
学
部
長
（
短
期
大
学
・
高
等

専
門
学
校
に
あ
っ
て
は
学
科
長
）
の
「
推
薦
書
」

が
必
要
で
す
。

三　

共
通
事
項

１　

選
考
結
果
及
び
交
付
時
期

　

選
考
結
果
は
、
二
十
一
年
三
月
上
旬
に
当
該

学
校
法
人
に
通
知
し
ま
す
。
ま
た
、
資
金
の
交

付
は
、
二
十
一
年
五
月
下
旬
を
予
定
し
て
い
ま

す
。

２　

研
究
計
画
書
の
提
出
期
限

　

二
十
年
十
月
二
十
四
日
（
金
）

❖
❖
❖

　
「
研
究
計
画
の
公
募
通
知
」
の
郵
送
及
び
本

事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
は
、
九
月
三

日
頃
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

　

公
募
様
式
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
し
て
ご
使
用
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先
（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

助
成
部　

寄
付
金
課

☎
〇
三
（
三
二
三
〇
）
七
三
一
五
〜
一
九

Ｅ
メ
ー
ル　

kifukin@
shigaku.go.jp

学術研究振興資金及び若手研究者奨励金　採択状況
年　度 平成20年度
区　分 応募件数 採択件数   採択率

合計（学術研究振興資金）
件 件 %

159 89 56.0 

新規・継続別
新　規 109 47 43.1 
継続2年目  29 23 79.3 
継続3年目  21 19 90.5 

研究分野別

人文・社会科学  45 30 66.7 
自然科学  65 35 53.8 
複合領域  27 18 66.7 
私学高等教育  22  6 27.3 

若 手 研 究 者 奨 励 金  32 23 71.9 

平
成
二
十
一
年
度

学
術
研
究
振
興
資
金
及
び

若
手
研
究
者
奨
励
金
に
か
か
る

研
究
計
画
の
公
募
に
つ
い
て

第 1 2 9 号平成 2 0 年 9 月 1 日
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　７月10日までに提出のあった「標準給与基礎届書（磁気媒体によるものを含む）」による定時決定の「確認通知書⑵」を、
９月中旬に学校法人等へ送付します。「確認通知書⑵」は学校法人等用と加入者用の２種類になっていますので、加入者
にも必ずお渡しください。

◆「確認通知書⑵」の表示
　「確認通知書⑵」では、どのように定時決定をしたか
について異動内容欄で次のように表示しています。
　 定時決定
・ 「標準給与基礎届書」の報告に基づき４月、５月及
び６月の給与の平均額で標準給与を決定した人

　 定時決定不要者
・ 平成20年６月１日から８月31日までに資格取得した
人（所属学校変更者を除く）

　→資格取得時の給与額で決定
・ 20年７月又は８月に標準給与が改定になった人
　→標準給与改定の給与額で決定

　 定時決定（保険者決定）
・ 「標準給与基礎届書」が未提出又は記入漏れのため、
やむを得ず私学事業団が現に確認している直近の標
準給与で決定した人

・ 育児休業等取得中のため無給で休業中の場合で、現
に確認されている直近の標準給与で決定した人

◆「確認通知書⑵」の給与が異なる場合
　「確認通知書⑵」の給与月額等の内容を確認してくだ
さい。報告した内容を訂正する場合は、「給与訂正申出書」
を提出してください。
◆決定した標準給与の月額の有効期間
　今回確認された標準給与の月額は、20年９月から21年
８月まで適用され、毎月の掛金や年金・給付金等の算定
基礎となります。

◆ 後期高齢者医療制度に該当する加入者の「確
認通知書⑵」の表示等

　75歳以上の加入者及び70歳以上75歳未満で広域連合か
ら障害状態にあると認定された加入者は、「確認通知書
⑵」に長期の等級及び標準給与を表示してありますが、
掛金の徴収はありません。

　今回お送りする定時決定の「確認通知書⑵」を含
め、本事業団が確認通知書で通知する内容は、将来
の年金給付などの基礎となる重要なものです。通知
内容がご報告と相違ないか必ず確認するとともに、
加入者ご本人にもその内容を確認していただくよ
う、周知のほどよろしくお願いします。

　定時決定にかかる確認通知書を送付します

　届け出のあった給与の平均額が、現に確認されている
標準給与の月額に比べて２等級以上の差が生じている人
に表示してあります。
　次の要件に該当する場合は標準給与の改定を届け出る
必要がありますので、「標準給与改定届書」を至急提出
してください。
・固定的給与
　 基本給、扶養手当等毎月一定の額又は割合で支給され
るもの
・非固定的給与
　残業手当、宿日直手当等、毎月一定でないもの

①昇給等によって固定的給与が変動した場合
　〔事例〕
　４月に昇給して固定的給与が変動し、４月、５月及び
６月の給与の平均額が現に確認されている標準給与の月
額に比べ２等級以上あがっている場合
→ 算定基礎月を４月、５月、６月と記入し、７月改定と
して届け出てください。

＊固定的給与の変動を伴わない場合
　非固定的給与のみの変動により、継続する３か月の給
与の平均額が現に確認されている標準給与の月額に比べ
て２等級以上の増減が生じている場合
→標準給与の改定を届け出る必要はありません。

②さかのぼってベース改定が行われた場合
　差額支給のあった月（新べースでの支給を開始した月）
を変動月（算定基礎月の最初の月）とします。
　〔事例〕
　その差額が５月に支給された場合
→ 変動月は５月ですので、算定基礎月を５月、６月、７
月として差額を除いた改定後の給与を記入し、８月改
定として届け出てください。

（注１）７月以降に４月などにさかのぼってベース改定
が行われた場合は差額支給のあった月（７月以降新べー
スでの支給を開始した月）を変動月としますので、４月
にさかのぼった標準給与の改定や定時決定の訂正は必要
ありません。
　ただし、変動月から３か月の給与の平均額が今回確認
された定時決定に比べ２等級以上の増減がある場合は標
準給与の改定として届け出てください。
（注２）20年４月に資格取得した人は７月改定にはなり
ません。資格取得時の給与に誤りがある場合は「給与訂
正申出書」を提出してください。

学校法人等用の異動内容欄に＊＊＊印のある人
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年
金
積
立
金
の
運
用
の
目
的　

　

私
学
事
業
団
の
年
金
積
立
金
は
、
年
金
給
付

に
充
て
る
貴
重
な
財
源
で
す
。
年
金
を
将
来
に

わ
た
り
確
実
に
支
給
す
る
た
め
に
は
、
長
期
的

な
観
点
に
立
っ
て
安
全
か
つ
効
率
的
に
運
用

し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、「
長

期
勘
定
の
余
裕
金
の
運
用
に
関
す
る
基
本
方
針

（
以
下
「
基
本
方
針
」
と
い
い
ま
す
）」
を
策
定

し
、
長
期
給
付
事
業
の
運
営
の
安
定
に
資
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
た
運
用
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
本
事
業
団
で
は
、
運
用
に
関
す
る
基

本
的
な
方
針
等
に
つ
い
て
審
議
す
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
、「
資
産
運
用
検
討
委
員
会
（
外
部

の
専
門
家
と
私
学
関
係
者
で
構
成
）」
を
設
置

し
、
適
切
な
運
用
の
実
現
を
図
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

現
在
の
基
本
方
針　

　

基
本
方
針
で
は
、
明
確
な
運
用
目
標
を
設
定

し
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
（
効
率
的
な
資
産

配
分
）
を
定
め
た
う
え
で
複
数
の
資
産
に
分
散

し
て
投
資
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

　

現
在
の
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
は
、
十
八
年

十
一
月
に
定
め
た
も
の
で
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参

照
）、
当
面
の
経
済
環
境
と
二
十
二
年
度
か
ら

実
施
予
定
と
さ
れ
て
い
る
被
用
者
年
金
制
度
の

一
元
化
の
状
況
等
を
勘
案
し
、
十
九
年
度
か
ら

二
十
一
年
度
ま
で
の
目
標
利
回
り
を
三
年
間
平

均
で
二
・
八
％
と
設
定
し
た
う
え
、
表
の
と
お

り
の
構
成
と
し
て
い
ま
す
。

　

現
在
は
、
自
家
運
用
で
国
内
債
券
を
、
委
託

運
用
で
国
内
株
式
・
外
国
債
券
・
外
国
株
式
を

運
用
す
る
ほ
か
、
助
成
勘
定
及
び
福
祉
勘
定
へ

の
貸
し
付
け
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
十
九
年
度
の
運
用
結
果　

　

十
九
年
度
は
、
米
国
に
お
け
る
サ
ブ
プ
ラ
イ

ム
ロ
ー
ン
の
焦
げ
付
き
懸
念
が
、
世
界
的
な
信

用
不
安
、
景
気
減
速
懸
念
へ
と
拡
大
し
、「
質

へ
の
逃
避
（
リ
ス
ク
資
産
か
ら
の
資
金
流
出
）」

に
よ
る
株
価
の
下
落
と
、
主
に
米
ド
ル
が
売
ら

れ
、
円
が
買
い
戻
さ
れ
た
こ
と
に
よ
る
円
高
ド

ル
安
が
加
速
し
た
と
い
う
運
用
環
境
で
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
六
月
に
は
外
国
債
券
に
、

十
一
月
に
は
国
内
株
式
と
外
国
債
券
に
、
三
月

に
は
国
内
株
式
と
外
国
株
式
に
、
そ
れ
ぞ
れ
資

金
追
加
を
実
施
し
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に

基
づ
き
資
産
配
分
を
調
整
し
ま
し
た
が
、
年
度

末
が
金
利
低
下
・
株
安
・
円
高
の
ピ
ー
ク
で
あ
っ

た
た
め
、
表
の
と
お
り
ほ
と
ん
ど
の
資
産
が
基

本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
か
ら
一
％
以
上
乖
離
す
る

結
果
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
二
月
に
は
外
国
株
式
に
お
い
て
新
興

国
も
投
資
対
象
と
す
る
こ
と
を
意
思
決
定
し
ま

し
た
が
、
運
用
機
関
の
選
定
に
は
慎
重
を
期
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
資
金
の
投
入
は

二
十
年
度
に
先
送
り
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
投
資
行
動
の
結
果
、
十
九
年
度

の
修
正
総
合
利
回
り
（
実
現
損
益
に
評
価
損

益
の
増
減
を
加
味
し
た
総
合
収
益
に
対
す
る

時
価
ベ
ー
ス
の
収
益
率
）
は
、
前
年
度
か
ら

六
・
八
八
％
低
下
し
、
マ
イ
ナ
ス
二
・
八
一
％
と

な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
過
去
三
年
間
の
年
金
積
立
金
の
残
高

と
運
用
利
回
り
の
推
移
は
図
の
と
お
り
で
す
。

修
正
総
合
利
回
り
は
、
年
度
末
一
時
点
の
時
価

評
価
を
反
映
さ
せ
た
も
の
で
あ
り
、
年
度
末
が

株
安
・
円
高
の
ピ
ー
ク
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
マ

イ
ナ
ス
利
回
り
と
な
り
ま
し
た
が
、
今
後
の
市

場
の
動
向
を
注
意
深
く
見
守
り
な
が
ら
、
基
本

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
に
基
づ
く
資
産
運
用
を
継
続

し
て
い
く
と
と
も
に
、
よ
り
リ
ス
ク
を
分
散
で

き
る
投
資
戦
略
を
検
討
し
て
ま
い
り
ま
す
。

平成19年度

年金積立金の
運用結果

　本誌４ページで長期勘定の決算についてお知らせし
ましたが、ここでは、年金積立金の運用の目的・基本
方針と平成19年度の運用結果をお知らせします。
（運用結果等についての詳しい内容は、私学共済事業ホームページを
ご覧ください。）

表　年金積立金の構成割合・残高と資産別利回り （単位：億円）

区　分

基本
ポートフォリオ 平成19年度末

資産
配分

許容
乖離幅 薄価 時価 評価

損益
時価
構成比 乖離幅

資産別
修正総合
利回り

国内債券計  65％ ±9％ 22,241 22,842 　601  66.5％ 　1.5％ 　 3.96％

国内債券  47％ ― 17,013 17,614 　601  51.3％ ― 　 3.48％

貸付金等  18％ ―  5,228  5,228 　  0  15.2％ ― 　 5.47％

国 内 株 式  10％ ±3％  3,617  3,094 △526   9.0％ △1.0％ △28.18％

外 国 債 券  10％ ±3％  3,740  3,484 △256  10.2％ 　0.2％ △ 3.75％

外 国 株 式  10％ ±3％  3,158  2,989 △169   8.7％ △1.3％ △18.50％

短 期 資 産   5％ ―  1,921  1,921 　  0   5.6％ 　0.6％ 　 0.60％

合　　　計 100％ ― 34,677 34,327 △350 100.0％ ― △ 2.81％

0 1 2 3 4（兆円）

19 年度

18年度

17年度

利回り　△2.81％ 3兆4,327億円

利回り　　4.07％ 3兆5,563億円

利回り　　5.78％ 3兆4,370億円

（注）利回りは修正総合利回り・金額は時価

図　過去３年間の年金積立金の残高と運用利回りの推移
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１ 

．
必
須
項
目
が
記
録
さ
れ
て
い
な
い
。

【
記
入
漏
れ
の
多
か
っ
た
項
目
及
び
対
応
等
】

① 

質
問
票〔
服
薬
１（
血
圧
）、服
薬
２（
血
糖
）、

服
薬
３
（
脂
質
）、
喫
煙
〕

↓ 

質
問
票
の
回
答
が
な
い
も
の
が
多
数
あ
り
ま

す
。標
準
的
な
質
問
票
の
様
式
に
つ
い
て
は
、

私
学
共
済
事
業
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
で
き
ま
す
の
で
、
回
答
の
う
え
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

②
Ｌ
Ｄ
Ｌ
コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル
・
腹
囲
の
測
定

↓ 

労
働
安
全
衛
生
法
、
学
校
保
健
法
が
平
成

二
十
年
度
か
ら
改
正
さ
れ
、
職
員
に
行
う
定

期
健
康
診
断
の
項
目
に
Ｌ
Ｄ
Ｌ
コ
レ
ス
テ

ロ
ー
ル
及
び
腹
囲
の
測
定
が
追
加
さ
れ
て
い

ま
す
。
実
施
し
、
結
果
を
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

③
健
康
診
断
を
実
施
し
た
医
師
の
氏
名

↓ 

健
診
を
実
施
し
た
医
師
の
氏
名
を
記
入
し
て

く
だ
さ
い
。

④
加
入
者
番
号

↓ 

加
入
者
番
号
の
記
入
漏
れ
が
多
数
あ
り
ま

す
。
健
診
結
果
の
コ
ピ
ー
を
提
出
す
る
場
合

は
、
余
白
に
加
入
者
番
号
を
記
入
し
て
く
だ

さ
い
。

⑤
受
診
者
氏
名
の
フ
リ
ガ
ナ

↓ 

氏
名
の
フ
リ
ガ
ナ
が
必
須
項
目
と
な
っ
て
い

ま
す
の
で
、
必
ず
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

２ 

．
定
期
健
診
実
施
日
が
二
十
年
度
中
で
な
い

健
診
結
果
が
あ
る
。

↓ 
厚
生
労
働
省
令
に
よ
り
、
二
十
年
度
特
定
健
診

に
代
え
ら
れ
る
健
診
結
果
は
二
十
年
度
に
行
っ

た
も
の
に
限
ら
れ
る
た
め
、
二
十
年
度
中
に
実

施
し
た
健
診
結
果
を
提
供
し
て
く
だ
さ
い
。

３ 

．
特
定
健
診
対
象
者
以
外
の
健
診
結
果
デ
ー

タ
が
含
ま
れ
て
い
る
。

↓ 

特
定
健
診
は
、
二
十
年
度
中
に
四
十
歳
か
ら

七
十
四
歳
に
な
る
方
を
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

個
人
情
報
保
護
の
観
点
か
ら
も
、
対
象
者
の

健
診
結
果
の
み
を
提
供
し
て
く
だ
さ
い
。

４ 

．
被
扶
養
者
が
人
間
ド
ッ
ク
・
パ
ー
ト
健
診

等
を
受
診
し
た
こ
と
に
よ
り
、
健
診
結
果
を

提
出
す
る
場
合
に
受
診
者
住
所
が
な
い
。

↓ 

被
扶
養
者
に
は
健
診
の
判
定
結
果
を
本
人
住

所
へ
送
付
す
る
た
め
、
送
付
先
の
住
所
情
報

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
健
診
結
果
の
余
白
に

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　

現
在
、
学
校
法
人
等
か
ら
健
診
結
果
デ
ー
タ
を
ご
提
出
い
た
だ
い
て
い
ま
す
が
、
不
備
に
よ
る
返

送
が
多
数
見
受
け
ら
れ
ま
す
。
特
に
必
須
項
目
に
漏
れ
が
あ
る
と
、
階
層
化
（
保
健
指
導
判
定
）
が

で
き
な
い
た
め
、
再
度
提
出
し
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

つ
き
ま
し
て
は
、
不
備
事
例
を
取
り
ま
と
め
ま
し
た
の
で
、
提
出
の
際
の
参
考
と
し
て
く
だ
さ
い
。

特
定
健
康
診
査
結
果
デ
ー
タ
の

不
備
に
ご
注
意
く
だ
さ
い

平成20年度　私学事業団
海外研修旅行　冬期コースの募集
申込締め切り日：10月10日（金）必着

A-6コース イベリア半島周遊教養の旅

旅行期間 12月26日（金）～１月５日（月）の11日間

旅行代金 339,000円（１人部屋追加料金70,000円）

A-7コース モロッコ・スペイン・ポルトガル周遊教養の旅

旅行期間 12月26日（金）～１月５日（月）の11日間

旅行代金 450,000円（１人部屋追加料金115,000円）

■参加資格
・加入者（任意継続加入者を含む）とその配偶者、父母、
　12歳以上の子・孫
・18歳未満の場合は成人の同行者が必要です
■主催旅行会社
（加入者コースパンフレット・申込書のお取り寄せ先）
（株）日本旅行　赤坂公務営業部 営業１課
〒107‒0052　東京都港区赤坂１‒11‒28
　　　　　　赤坂１丁目森ビル３階
☎ 03（3586）4631　FAX 03（3586）4756
E-mail：sayuri_murohashi@nta.co.jp
担　当：室橋、津田、大谷
営業時間　9：30～17：30（土・日・祝日休み）
詳しくは加入者コースパンフレットをご覧ください

　宿泊所・保養所は、年末年始も休まず営業しています。
　12月30日・31日と１月の宿泊予約は、10月１日から
受け付けます。
　施設によっては予約の電話が午前中に集中し、かかり
にくい場合がありますので、ご了承ください。
　なお、年末年始は特別料金を設定しています。下記の
料金表をご参照ください。

宿泊所・保養所の年末年始宿泊予約は
10月1日からです

年末年始期間中（12月31日～１月３日）の料金

施 　設 　名 料金（１泊２食）
大　　人 子　　供

湯河原　敷　島　館
☎　0465（63）3755 15,900円  9,450円

箱　根　対　岳　荘
☎　0460（82）2094 16,950円 11,025円

鎌　倉　あじさい荘
☎　0467（22）3506 11,550円  6,720円

葉　山　相　洋　閣
☎　046（875）7300 13,800円  8,000円

金　沢　兼　六　荘
☎　076（232）1239

１泊２食　12,000円
シングル5,000円～（食事別）
ツイン　8,000円～（食事別）

志賀高原　やまゆり荘
☎　0269（34）2102  9,240円  5,460円

軽井沢　すずかる荘
☎　0267（45）7311 13,500円  8,000円

京　都　白　河　院
☎　075（761）0201 16,600円  9,800円
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私学事業団ホームページ　http://www.shigaku.go.jp/
（「月報私学」はホームページにも掲載しています）

積立貯金の後期募集が始まります
申込受付期間　９月26日（金）～10月24日（金）

　新たに積立貯金の加入を希望する方、又はすでに加入
している方で、積立金額の変更や中断している積み立て
の復活を希望される場合は、今回の申込期間内に手続き
をしてください。
◆制度のあらまし
　・利率　年0.60％（半年複利・８月１日現在）
　・積立金額単位　1,000円単位
　・積み立て方法
　　①定時積立金　毎月の給与から控除して積み立て
　　②臨時積立金　 年３回、夏期・冬期・春期の賞与等

から控除して積み立て
　　※臨時積立金のみの積み立てはできません
　・今回の申し込みによる積み立て開始　11月の給与から
 （払込期限は12月10日（水））
◆申し込み方法
　次のとおり、所定の用紙で申し込んでください。
　・新規加入　　　　「貯金加入申込書」
　・積立金額の変更　「積立金変更申込書」
　・積立貯金の復活　「積立中断・復活届書」
　 　共済事務担当者は、加入者の方から提出された書類
を学校単位で一括して「貯金関係書類送付内訳書」を
添付のうえ、申込受付期間内に提出してください。

　・送付先（積立貯金書類専用）
　　〒101-8709　日本郵便神田支店私書箱第103号
　　　私学事業団共済事業本部　福祉部保健課貯金係

郵送検診の再開

　10月１日から郵送検診の申し込み受け付けを再開しま
す。ぜひご利用ください。詳しくは「私学共済ブック
2008 〔保健・宿泊編〕」の28ページをご覧ください。
◆申し込み・問い合わせ先
　〒134‒0086　東京都江戸川区臨海町１‒４‒２
　「東京臨海病院　健康医学センター」郵送検診係
　☎03（5605）8822（直通）／FAX 03（5605）7586

年金者向広報「共済だより」を年金者あてに９月中
旬に送付します。学校法人等あてには事務担当者用
として１部を「レター」９月号と同封して送付して
います。

社会保険庁が送付する共済制度加入者にかかる
「ねんきん特別便」について

　社会保険庁が平成20年９月以降に送付予定としてい
る共済制度加入者にかかる「ねんきん特別便」について
は、原則として事業主（私学共済制度の場合は各学校法
人等）経由にて送付することとされ、本事業団及び私学
共済制度に加入する各学校法人等においても、「ねんき
ん特別便」の配付・回収について、社会保険庁長官から
協力依頼がありました。
　なお、詳細は本誌に同封しました通知文をご覧くださ
い。皆様のご理解をいただくとともに、加入者の方にも
ご周知くださいますようお願いします。

私学共済事務担当者連絡会の中止

　例年10月に開催しています私学共済事務担当者連絡会
につきましては、主だった連絡事項がありませんので中
止します。

９月の共済業務スケジュール
１日（月） 掛金 ７月分納期限

２日（火） 貸付 送金

５日（金） 貸付 ８月分定期償還期限

10日（水） 貯金 払込期限（必着）

12日（金） 貸付 申込・任意償還申出締切

22日（月）
貯金 送金
貸付 送金

25日（木）
貯金 払戻・解約請求締切
積立共済年金 脱退申出等締切

26日（金） 貯金 後期加入申込開始

29日（月）
掛金 ８月分口座振替（自振校のみ）
貸付 ９月分定期償還口座振替（自振校のみ）

30日（火）
貸付 翌月22日送金申込締切
掛金 ８月分納期限
共済定期保険 脱退申出等締切

２日（木） 貸付 送金

５日（日） 貸付 ９月分定期償還期限

10月の共済業務スケジュール

共済業務

〒113 - 8441
文京区湯島１-７-５
☎03（3813）5321（代表）
ご照会の際には、学校番号、加入者番号をお手
元にご用意くださるよう、お願いします。
http://www.shigakukyosai.jp/

　共済事業本部の代表電話がつながりにくい状態に
なっており、ご迷惑をおかけしております。特に、
月曜日や午前中は電話が大変混雑しておりますの
で、ご了承ください。

第 1 2 9 号平成 2 0 年 9 月 1 日

14



INFORMATION

助成業務
〒102 - 8145
千代田区富士見１-10-12
☎03（3230）1321（代表）
http://www.shigaku.go.jp/s_home

助成業務の貸付金にかかる償還のご案内
（平成20年9月分）

　助成業務の貸付金にかかる元金・利息の償還について
は、契約締結後にお送りしました「償還年次表」、及び
先日お送りしました「貸付金返済期日のご案内」を参照
のうえ、払込指定期日までに私学事業団指定口座にご入
金ください。
　払込指定期日を過ぎますと、その翌日から支払日（本
事業団の口座に入金された日）までの期間について、遅
延損害金が発生しますので、ご注意ください。
　償還金の振り込みにあたっては、次の点に留意してく
ださい。
　① 「貸付金返済期日のご案内」に同封する「払込依頼

書」を使用し、「電信扱い」にしてください。
　② 償還金は、必ず ｢学校法人単位｣ で一括してお振り

込みください（設置学校ごとに分割しての振り込み
は、ご遠慮ください）。

※ 特に９月は約定償還月にあたります。遺漏のないよう
お取り計らいください。

 融資部　融資課
 ☎03（3230）7868～7870
 Ｅメール　yushi@shigaku.gp.jp

「私学情報センター」のご案内
　私学事業団九段事務所の１階「私学情報センター」で
は大学、短大法人の規程集、自己点検・評価報告書、学
校案内など私立学校の図書資料を収集整理し、私学関係
者の閲覧利用に供しています。規程については調べたい
項目でデータベース検索することも可能です。制度等の
見直しや規程改正をお考えの際、ぜひご利用ください。
 私学経営情報センター　私学情報室
 ☎03（3230）7846・7847
 Eメール　center@shigaku.go.jp

電子窓口をご確認ください
　私立大学等経常費補助金について、以下の調査票等を
電子窓口に掲載する予定ですので、ご確認ください。
・学校法人経営状況調査票
・自己点検・評価の実施状況に係る調査票
・補助事業に要する経費
・請求書
・認証評価及び多元的評価支援経費に係る調査票
・９月入学の推進
・教育研究拠点大学院重点経費
・戦略的研究基盤形成支援事業
・授業料減免事業等支援経費
・申請ゾーンに係る調査票
 助成部　補助金課
 ☎03（3230）7300～7311
 Ｅメール　hojokin@shigaku.go.jp

学校法人等の災害復旧等に関するご相談
　助成業務では、被害を受けられた学校法人等の皆
様からのご相談をお受けするため、「緊急相談窓口」
を設けましたのでご利用ください。
 私学経営情報センター　私学情報室
 ☎03（3230）7837・7839
 Ｅメール　center@shigaku.go.jp
　助成業務では、学校施設の災害復旧のために必要
な資金について、長期・低利の融資を行っておりま
す。ホームページに最新の金利表を掲載しておりま
すのでご確認ください。
 金利表URL
 http://www.shigaku.go.jp/s_kinri.htm

被災された加入者等の皆様への特別措置
　共済業務では、被災された加入者等の方々に対し、
各種書類の提出期限・掛金等の納付期限の猶予等の
特別措置をとることとしました。
　また、加入者証については、電話等によるお申し
出でも、再発行を行っております。
　被災された方にかかる共済業務の詳しい取り扱い
については、共済事業本部又は仙台ガーデンパレス
共済業務課にお問い合わせください。
 共済事業本部
 ☎ 03（3813）5321（代表）
 仙台ガーデンパレス共済業務課
 ☎022（299）6231（直通）

お　見　舞　い
　このたびの平成20年岩手県沿岸北部地震で被災された皆様に衷心よりお見舞い申し上げますととも
に、一日も早い復興をお祈り申し上げます。
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融資事業のご案内

平 成２０年 度 融 資 の お 申 込 受 付 中 で す！平 成２０年 度 融 資 の お 申 込 受 付 中 で す！

ご相談はお早めにどうぞ 問い合わせ先
（私学振興事業本部）

融資部　融資課　☎03（3230）7862～7867
Ｅメール yushi@shigaku.go.jp

◆融資金利表（平成20年９月１日現在）

融資費目
返済期間

20年以内
（うち据置2年）

10年以内
（据置年数含む）

6年以内
（据置年数含む）

校（園）舎、体育館、講堂、
遊戯室等の建築事業等並び
に校（園）地の買収事業等

（一般施設費）

年％

2.1

年％

1.6

年％

1.5
寄宿舎、国際交流会館、セ
ミナーハウス等の建築事業
並びに当該施設建築のため
の土地買収事業等

（特別施設費）

2.2 1.7 －

校教具、通園バス等
※幼稚園、特別支援学校、
専修学校が対象
（教育環境整備費）

－ －
5年6か月以内

（うち据置6か月）

1.3
大型設備・情報技術整備等

（教育環境整備費） － 1.6 －
※融資金利は毎月の金利情勢により変更することがあります。
※ 上記費目以外にも災害復旧事業、公害対策事業等が対象とな
ります。

老朽校舎の建替えに私学事業団融資を
ご利用ください。

利子助成制度により金利負担が軽減されます。
老朽校舎（築30年以上）及び危険建物と認定された旧耐震基
準（昭和56年以前の建物）の学校施設の建替え整備事業（取
壊しを伴うもの）について、事業団融資を利用されると、
文部科学省から利子助成を受けることができます。

利子助成率

大学院・大学・短期大学・
高等専門学校

高等学校・中等教育学校・
中学校・小学校・特別支援学校

事業団の融資金利 －1.0％ 事業団の融資金利 －1.5％

※上記利子助成率は融資金利が2.6％までの場合です。

〒810‒0001　福岡市中央区天神４丁目８番15号　☎092（713）1112
http://www.hotelgp-fukuoka.com/

宿泊施設のご案内
インターネットで宿泊予約ができます。
http://www.shigakukyosai.jp/

福岡ガーデンパレスのお得な「宿泊プラン」
　福岡の中心「天神」に位置した福岡ガーデンパレスは、都心にありながら緑豊かな庭園を持つ都会のオアシ
ス。しばし喧騒を忘れ、ゆっくりと流れる時間の中、思い思いにお過ごしください。

１名１室（１名様） 10,000円
２名１室（２名様） 19,000円
夕食は季節の旬の食材を使用した「ミニ懐石料理」をご用意しました。
※季節により内容は変わります。
●ご利用の２日前までにお申し込みください。

四季の膳 博多の味を季節に合わせて　１泊２食

ビジネスプラン 料理長こだわりの朝食付　１泊朝食

シングル　１名様 6,000円
●朝食は、和食又は洋食からお選びください。
●休前日は500円増となります。

ツインルーム

洋食は無添加のパンを使用（イメージ）旬の食材を生かした和食（イメージ）


